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I　はじめに
　企業がビジネス活動を行う際に発生するコミュニケーション現象，特にその
機能とスキルを研究する領域はビジネス・コミュニケーション（Business
Comm㎜icati㎝）と呼ばれる。日本でこの名称が一般化したのはここ15年ほど
のことであり，学問分野としてはまだ発展途上の段階にある。また，その研究
アプローチは伝統的な商業英語研究の域を脱し切れておらず，コミュニケー
ション科学というよりも，言語学（特に英語学）あるいは商務論，法務論的な
ものがほとんどであった。
　しかし，こうした傾向は現在確実に変化しつつある。その最も大きな原因の
一つは，企業活動のグローバリゼーションに伴うマルチカルチュラリズム
（multi㎝ltu・a1iSm：多文化主義）の常態化である。グローバル企業は今や国家
の枠組みだけでなく，文化の枠組みをも趨えて，複数の文化グループに跨がっ
たビジネス活動を行っている。そうした観点に立つとき，今後のピジネス。コ
ミュニケーション研究の大きな柱の一つは，企業がその組織の内外で遭遇する
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異文化相互作用への対応である。マルチカルチュラリズムにおけるビジネス・
コミュニケーションの研究，すなわち異文化ビジネス・コミュニケーション
（Cross－cultural　Business　Comm㎜icati㎝）は企業のグローバル競争優位にとっ
て無視できない領域となっている。
　異文化ビジネス・コミュニケーションは国内と海外の区別を超越している点
において，既存の国際ビジネス・コミュニケーションでカバーしきれなかった
あるいは軽視されてきた，文化的価値観の相違や文化ダイナミズムに基づくコ
ミュニケーション問題の解明に貢献する。たとえば，本部の国際化などにみら
れるように，国内業務にも日本人以外のスタッフが混在する状況が少しずつで
はあるが増大している。こうしたグローバル企業に関与する多国籍スタッフ聞
でのマネジメント・コミュニケーションは，国際ビジネス・コミュニケーショ
ンというよりも，同一のグローバル組織内での異文化ビジネス・コミュニケー
ションの問題として取り扱われるべきである。このように，異文化ビジネス・
コミュニケーションは国際ビジネス・コミュニケーションとは明らかに異なる
研究上の視点を提供する。またビジネス・コミュニケーション研究イコール英
語の研究という図式の修正をも促進するであろう。このことは，使用言語が必
ずしも英語に隈定されないビジネス・コミュニケーション研究への展望をも示
唆している。しかし，現実問題として英語が国際ビジネス言語として揺るぎな
い地位を確立している現状を考えるとき，むしろより重要なインプリケーショ
ンは，英語が使用される場合でも単なるテクニック論としてではなく，個人と
組織の両レベルでのコミュニケーション・プロセスを企業活動のグローバリ
ゼーションの観点からとらえる必要が生じていることである。
　以上の認識に基づき，本稿は日本の伝統的なビジネス・コミュニケーション
研究である商業英語が抱えている問題点とその原因を分析し，これらの問題が
グローバル時代のビジネス活動とどうリンクしているのか，商業英語が将来的
に真のビジネス・コミュニケーション論として成立するためにはどのようなア
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プローチが必要なのか，そしてそれが企業戴略にいかなるインプリケーション
をもつかについて考察する。
1　英米におけるビジネス・コミュニケーション研究
　ビジネス・コミュニケーション研究においてなぜ異文化相互作用が重要視さ
れるべきかについて考察する前に，日本のビジネス・コミュニケーション研究
に決定的な影響を与えてきた英米の既存の研究アプローチとその問題点につい
て概観しておく。
1　英国系ビジネス英語と制度的アプローチ
　ビジネス・コミュニケーション研究の初期のアプローチは，英国系ビジネス
英語と米国系ビジネス英語であろう。これは現実問題として，ビジネス・コ
ミュニケーションの主たる言語手段が英語であることに起因している。しかし
この段階での研究は，英国，米国ともに学問領域としてのビジネス・コミュニ
ケーション研究ではなく単なるテクニック論である。その後，米国系ビジネス
英語が着実にビジネス・コミュニケーション研究へと発展していくのに対し，
英国型研究アプローチの基本スタンスは，現在に至ってもビジネス英語の段階
にとどまっている。
　英国系ビジネス英語は，伝統的に貿易取引に基礎を置いたテクニック論が主
流である。ビジネス英語の適用対象の中心が貿易取引に置かれているのは，英
国が重商主義に基づき国際貿易活動を重視したためである。ここで言うテク
ニック論とは，ビジネス英語の言語運用面での分析やコミュニケーション機能
上の分析などを行わず，ただ単に貿易実務プロセスのどういう場面でどういう
表現をするかについてのガイドラインを示すものである。近年，貿易以外のビ
ジネス状況に焦点を置いたビジネス英語の教材も多くなってきているが，その
場合でも，依然としてある特定の状況下における英語の使い方を例示する状況
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言語（situati㎝a1dialect）としての処理が大半である。その意味ではビジネ
ス・コミュニケーションの観点からみた場合，英国系ビジネス英語の最大の特
徴は貿易を題材にしていることよりも，むしろ制度的アプローチ（inStitutiOnal
approach）ωをとっている点にある。
　制度的アプローチとは，ある制度的枠組みにおいて頻繁に用いられる最大公
約数的表現を詳しく例示するいわば事例集であり，ベルリッツ（Berlitz）の旅
行者用表現集などもその一例である。しかし，制度的アプローチはコミュニ
ケーションの本質，すなわち不確実性低減を目的とした他者との情報の意味的
共有プロセスを考慮したアプローチではなく，クローズドなあるいは人為的な
コミュニケーション環境においてインスタントな効果をあげるための言語学習
方法の一つである。裏を返せば，このアプローチで獲得できるコミュニケー
ション能力にはおのずと限界があることを意味する。それゆえ制度的アプロー
チは，英語圏諸国では英語を母語としない自国民や移民のための，どちらかと
いうと低レベルな職業訓練手段として用いられている。実際，英国のビジネス
英語の教材は貿易以外に秘書業務，金融業務など様々な分野の英語を取り扱う
ことで英語の多くのサブカテゴリーを生み出しているが，コミュニケーショ
ン・スキルの観点から見て高いレベルのものは数少ない。基本的に，低学歴の
本国人や英語力の低い外国人居住者が英国で働くのに必要最低限のESP
（E㎎lishforSpeciicPurpose）のテクニックを習得させることを目的としてい
る。
　制度的アプローチの最大の欠点は，設定された制度（たとえば貿易実務の諾
制度）の枠組みから外れた状況に対するコミュニケーション・スキルを養成す
るのが困難な点である。コミュニケーション機能やスキルの問題以前に，なん
らかの確立された制度や予測可能な手続きが存在していることが前提条件とな
る。もちろん，制度的アプローチの適用対象となるビジネス状況を増やしてい
くことで，ビジネス・コミュニケーションのカバーする領域の水平的拡大は達
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　　　成されるが，垂直的深化としてのコミュニケーション・スキルの改善やビジネ
　　　ス・コミュニケーションの学問的発展には必ずしも結びつかない。特にマルチ
’　　カルチュラリズムにおける異文化ビジネス・コミュニケーションのように，不
　　　確実性の極めて高い状況下でのコミュニケーション行動には寄与しない。英国
　　　系ビジネス英語は，結局のところ英語の問題から脱し切れず，コミュニケー
　　　ション科学の観点からの間題意識が弱いといえる。
2　米国系ビジネス英語と機能的アプローチ
　米国型アプローチは，伝統的に国内取引におけるビジネス英語の研究が中心
であったが，それは米国企業にとって長年にわたり，本国市場が規模の経済や
ビジネス活動の先進性などの面から最重要市場であったことが原因である。第
二次世界大戦以後アメリカ英語が世界の主流になり出すと，米国の影響が特に
強まった日本では，米国系ビジネス英語が積極的に取り上げられていった。し
かし，その適用対象は依然として国内取引中心であったため，抽出されたのは
語法やライティング・テクニックなどに限定されていた。
　ビジネス・コミュニケーション研究にとってより重要なインプリケーション
は，こうしたアメリカ英語の国際的影響力の増大ではなく，むしろ徐々にコ
ミュニケーション機能的なアプローチが出現してきた点にある。これは米国の
コミュニケーション研究一般が学問分野の一つとして発展してきたことの反映
でもあった。米国においてビジネス・コミュニケーションが確立されたのは，
米国のABC（Associati㎝forBusi皿essCommmicati㎝）｛2〕の前身ABCA（Ameri－
canBusinessComm㎜icationAssociati㎝）が，その名称をABWA（American
Business　Writi㎎Association）から改称した1969年頃と見るのが妥当であろう。
この時期を境に米国のビジネス・コミュニケーション研究はそれまでのビジネ
ス英語から大きく軌道修正し，次第に本格的な研究分野へと発展していくので
ある。本稿では英国型アプローチを制度的アプローチと称するのに対し，近年
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米国において急速な発展を遂げたビジネス・コミュニケーションの研究アプ
ローチを機能的アプローチ（fmctiona1approach）と称する。
　機能的アプローチとは，ビジネス・コミュニケーション活動の機能的側面を，
コミュニケーション理論，心理学，言語学，文化人類学などの観点から学際的
に分析し，ビジネスにおける様々なコミュニケーション行動に有効な問題解決
方法をビジネスの形態を横断して提供する科学的アプローチである。現在の米
国のビジネス・コミュニケーション研究が機能的アプローチを中心とするのは，
米国が世界で最もコミュニケーション研究が進んでおり，ビジネス英語をコ
ミュニケーション科学の具体的形態ととらえるからに他ならない。前述のとお
り，英国系ビジネス英語と米国系ビジネス英語の表面上の相違点はその適用対
象が国内取引であるか国際取引にあるかである。しかし，ビジネス・コミュニ
ケーション研究の観点から考察すれば，英国型アプローチと米国型アプローチ
との最大の相違点は，制度的アプローチと機能的アプローチの相違にある。制
度的アプローチが科学的なものでないために，設定されたシナリオを外れた人
的相互作用に十分な解答を与えるのが困難なのに対し，機能的アプローチはい
わばシナリオにない問題状況に対する解決の糸口を提示する。
　従来日本では，米国型ビジネス・コミュニケーションが国内取引中心である
ため，日本のような国際取引への依存度が高い国にとってはあまり有用でない
と片づけてしまうことが多かった。しかし，それは近視眼的見解であろう。米
国における，国内取引中心の傾向は現在に至っても基本的には変わっていない
が，ここ1O年くらい前から国際ビジネスや異文化ビジネスの状況でのコミュニ
ケーションも積極的にカバーし始めている。しかし，それよりも遥かに重要な
のは，前述のように，米国型ビジネス・コミュニケーション研究の最大の特徴
は機能的あるいはコミュニカティブなアプローチにあり，国内取引を題材にし
ている制度的アプローチの側面はビジネス・コミュニケーション研究の本質か
らすればむしろ補足的な役割を果たしていることである。言い換えれば，米国
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のビジネス・コミュニケーションが貿易の側面をカバーしていないとの理由に
より日本にとって不適切とするのは，結局はビジネス英語さらにはビジネス・
コミュニケーションをグローバル・サプライヤー戦略（globalsupplier
Strategy）㈹の観点からしか見ていないことになる。
皿　日本のビジネス・コミュニケーション研究
1　商業英語とE　B　C
　日本の伝統的研究アプローチは，墓本的に，貿易取引に焦点をおいた英国型
制度的アブローチにアメリカ英語を接ぎ木したものである。わが国のビジネ
ス・コミュニケーション研究は，実質的に商業英語研究によってスタートした。
商業英語研究が本格的に始まったのは日本商業英語学会（The　Japan　Business
English　Association）（4〕が設立された1934年頃であるが，当時の研究アプロー
チの模範が英国系ビジネス英語に求められたのは，「国際ビジネス＝貿易の時
代」であったことに加え，英語を母語としない日本人にとって英国型制度的ア
プローチは極めてインスタントな効果を生むメリットをもっていたからであっ
た。
　その後，臼本の経済は大きく発展し，また戦後イギリス英語よりもアメリカ
英語の影響力が増大した。たとえば，米国系ピジネス英語は英国系ビジネス英
語に比べて，「話すように書く（Write　as　you　speak）」ことを奨励するケース
が多いが，戦後の日本の商業英語研究ではこの点が大いに受け入れられた。し
かし，日本の国際戦略は基本的に加工輸出貿易の進化形であるグローバル・サ
プライヤー戦略であったため，英国系ビジネス英語のもつ制度的アプローチは
長年にわたって影響力を保持し続けた。現在，商業英語研究はビジネス・コ
ミュニケーション研究へと少しずつ変化しつつあるが，その実態は依然として
英国型制度的アプローチの憤性の影響下にあると言っても過言ではない。
　図一1は日本の現在のビジネス・コミュニケーション研究がカバーしている，
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EBC（E㎎1ish　Business　Co皿皿unica廿on）のカバーする領域
　　　　　　　　　　　　　　　狭義の商業英語
E　B　C
　　　　etC．
コミュニケーション手段的分類
／
貿易英語
銀行英語
証券英語
会計英語
保険英語
経営英語
工業英語
秘書英語
広告英語
etC．
広
義
の
商
業
英
謡
ビジネス状況的分類
あるいは近未来的にカバーしつつある範囲を示したものである。E　B　Cとは
E㎎lishBusiness　Comm㎜icationの略であり，1984年早稲田大学商学部におい
て最初に用いられた科目名である（5〕。E　B　Cは，従来の商業英語から本格的な
ビジネス・コミュニケーションヘの橋渡し的役割を果たす研究領域と考えられ
る。E　B　C研究はビジネス状況的分類とコミュニケーション手段的分類から成
立している。ビジネス状況的分類は，いわゆるE　S　Pの観点からの分類である。
慣習的に商業英語と言ったときにはこの中の貿易英語（狭義の商業英語）を指
すことが多く，また現実に最も影響力の強い分野である。これは日本のピジネ
ス・コミュニケーションが歴史的に貿易取引に限定されていたためである。し
かし近年，工業英語，銀行英語，秘書英語など，貿易英語以外のE　S　Pも数多
く出現しており，これらすべてのE　S　Pをカバーするのが広義の商業英語であ
る。その意味では英国系ビジネス英語の現況に酷似している。論者が，日本の
ビジネス・コミュニケーション研究は依然として英国型制度的アプローチの影
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響下にあるとする論拠の一つはここにある。
　各E　S　Pはそれぞれに書面と口頭の側面をもっている。過去の貿易英語では
書面によるコミュニケーションがほとんどであったが，グローバリゼーション
の進展とテレコミュニケーション技術の進歩により電話や対面による商談など
が飛躍的に増大したため，現在では口頭によるコミュニケーションも重視され
ている。しかし，この点についても基本的には英国型制度的アプローチの範囲
を脱しておらず，学問領域としてのビジネス・コミュニケーション研究には成
長していない。商業英語の適用範囲を貿易英語から様々なビジネス形態に拡大
し，さらにその各々の英語におけるコミュニケーション行動を書面ばかりでな
く口頭によるものに拡大したとしても，それが制度的アプローチを越えない限
り，結局は様々なE　S　Pを通じたビジネス・コミュニケーション・テクニック
の水平的拡大にとどまる。いかなるビジネス状況においても，文化の枠組みを
越えて不確実性を克服できるコミュニケーション・スキルの開発，さらにはそ
うしたスキルの開発に必要なビジネス・コミュニケーションの理論的考察や概
念的枠組みといった垂直的深化が欠如している。このようにEB　C研究の中身
は，依然として伝統的な商業英語研究が支配的であるため，水平的拡大と垂直
的深化がフイットしたビジネス・コミュニケーション研究への発展が遅れがち
である。
2　商業英語的アプローチの問題点
　商業英語の欠点を一言で言えば，企業にとって今後ますます鞍略的に重大な
インプリケーションをもつグローバルなコミュニケーション問題への包括的か
つ先進的対応が不可能な点である。またそれと密接に関係することであるが，
学問領域としての体系化が困難だからである。なぜ商業英語では学問としての
体系化が困難なのか，また，なぜ現在のグローバル企業の二一ズに応えられな
いのか。それは，概ね相互に関連する次の3点に要約できよう。
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（1〕学問領域としてのアイデンテイテイ
　従来の商業英語的アプローチでは，商業学と英語学というまったく畑違いの
領域がぶつかりあって譲らず，その緒果，学問としての統合は進まず，中途半
端なテクニック論の域を脱することができない。また，英語学を必要以上に中
心的課題にすることによって，現実のビジネス社会の新たな二一ズ，すなわち
マルチカルチュラリズムにおけるコミュニケーションの諸問題への対応も欠く
結果となっている。商業英語という名称をもつ以上ビジネス関違の領域である。
しかし，商業学への比重を強くするとアイデンティティが無くなるため，どう
しても英語に重点を置きがちになる。ところが英語にこだわると，日本人に
とっては母語でない以上，研究上の創造的貢献がほとんど不可能となる。基本
的には，英語母語人から教わる「学生」，あるいは彼等が発展させる事柄の目
敏い紹介者や良き解釈者の域にとどまらざるえない。
　また「商業」という形容詞も，従来の貿易上のコミュニケーションを中心に
していたときにはフィットしていたが，現在のように，グローバル企業の経営
組織や戦略に深く関わるコミュニケーション問題をもカバーしなくてはならな
い時代になるとミスリーディングとなる。今やビジネス・コミュニケーション
は，グローバル空問において国家，文化の枠組みを越えて，商業，経営をも包
括するビジネス活動に必要不可欠なコミュニケーション機能とスキルを研究す
る領域へと発展することが求められている。その意味で，「目的」としてのビ
ジネスと，「手段」としての英語を，コミュニケーションという「機能」で統
含することによりビジネスと英語の双方が多くの共有面を持ち，学問領域とし
ての体系化が可能となる。
（2）テクニック論としての性格
　商業英語の学問領域としての成立が困難な第二の理由は，そのテクニック論
としての性格にある。いわゆる「商業英語学」の基本的理念は，ピジネスの場
で英語を使うテクニックを追及することである。しかし，いかなる言語であれ，
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その語学的熟達度は残念ながら職人芸であって，そのままでは次世代に継承さ
れにくい。純粋に語学的熟達度の観点からみた場合，現在のビジネスマンが数
十年前のビジネスマンより優れているとは限らない。仮に伝承できるものが
あったにせよ，商業英語的アプローチでは英語的語法の知識やノウハウの域を
脱せない。その点において，商業英語は語学訓練としての範嬢を越えることが
難しく，またその研究アプローチも学間的な隈界を内包している。
　商業学に重点を置くとアイデンティティが無くなる。さりとて，英語に重点
を置くと純粋な英語学でなくテクニック論であるため，学問的体系化が難しい
という深刻な自己矛層を内包している。また，グローバリゼーションにおいて
日本企業が抱えるコミュニケーション問題が，欧米企業のそれとは違うことを
考えれば，日本企業の二一ズに合った問題解決アプローチは，日本人によって
そのデザインと開発がなされなくてはならない。すなわち，商業英語はビジネ
ス・コミュニケーションというパースペクティブをもつことで，いわば袋小路
に入ったテクニック論から解放されるとともに，日本人も研究上等しく創造的
な貢献をするポジションを得る。またその研究は，独立した学問分野としての
漸進的学習が生じ，ビジネス・コミュニケーションの概念的枠組み，理論，あ
るいは戦略のモデル化といったテ彦で次世代に明示的に伝承可能となる。
（3〕取扱い領域の狭さ
　従来の商業英語は実質的には貿易英語である。個人レベルでの言語コミュニ
ケーションを，主としてビジネスレター・ライティングを通じた販売活動のた
めのコミュニケーションとして取り扱ってきた。その意味では，現在のグロー
バリゼーションで要求されるビジネス・コミュニケーション機能の一部を取り
扱っているに過ぎない。日本が加工貿易輸出立国として国家の舵取りをしてい
た時代には，そうしたアプローチは十分意義があった。もちろん現在でも，特
に中小零細輸出・輸入企業の刺二は，従来の貿易英語で十分と考えている企業
もあろう。しかしながら，グローバリゼーションの先端を行く多くの大企業に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　465
　46　　　　　　　　　　　早稲田商学第359号
とって，既存の商業英語はもはや極めて限定された国際ビジネス状況にしかあ
てはまらず，彼らの二一ズの多くにはほとんど応えることができない。
　取扱い領域の狭さは，ビジネスの状況面に限ったものではなく，コミュニ
ケーション手段の面にも及んでいる。商業英語はライティングに大きな比重を
置いているが，現実のグローバル・ビジネスでは，口頭によるコミュニケー
ションの重要性もますます大きくなっている。またビジネスにおける対面コ
ミュニケーションの役割が増大する当然の結果として，非言語コミュニケー
ション行動に対する異文化理解も必要不可欠となる。しかし，こうした問題に
対する適切な概念的理解力（conceptual　skil1）を商業英語でカバーするのは実
際上不可能であり，より幅広い学問分野であるビジネス・コミュニケーション
の概念的枠組みのなかで深く考察されるべきである。その意味において，ビジ
ネスーコミュニケーションは，単に商業文のライティングやビジネス英会話と
いったテクニック論のレベルに止まるものではない。もしそうしたレベルに止
まるならば，現実のグローバリゼーションにおいて企業が直面しているコミュ
ニケーション問題の解決に大きな貢献はできない。
3　ビジネス・コミュニケーション研究の将来的展望
　企業の国際化やグローバリゼーションにおいて考慮すべき二つの大きな戦略
的視点は，ユ）企業組織外からの外的圧力と，2）その企業が内部化している組織
能力である。図一2に示すとおり，外部圧力はさらに経済要因，市場要因，競
争要因，環境要因の4要因に分類され，各々がグローバリゼーションの妥当性
を評価する際のガイドラインとなる。また組織能力とは，企業が置かれたビジ
ネス環境とは別に，実際にその企業がグローバリゼーションを実行する能力を
内部化しているか否かの問題であり，人的資源，文化，経営プロセス，組織構
造の4要因から成る（Yip，Loewe，＆Yoshino，1988）。商業英語研究がスタート
した60年前には，日本企業のみならず世界のビジネスの国際化レベルは，一部
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に欧米系多国籍企業による直接投資戦略がすでに始まってはいたが，大勢は国
際貿易を通じたものであった。加えて，日本企業の組織的要因を見た場合，貿
易以外の国際ビジネス活動を行うには人的資源，文化，組織構造，経営プロセ
スのいずれの面においても欧米系多国籍企業に比べて立ち遅れていた。このよ
うに，加工輸出貿易によるアウトサイダー的コミュニケーション行動で現地市
場に接する方が，かえって無用な軋櫟や問題を引き起こさずにすむという妥当
性ならびに明白な利益があった時代には，英国型制度的アプローチは極めて効
果的なものであった。また，米国のコミュニケーション機能的アプローチがま
だ出現していなかった点なども考え合わすと，日本の商業英語研究者の選択は
基本的に正しかったし，それ以外の方法もなかったと言えよう。
　しかし時代が変わり，輸出入活動に加えて現地経営や戦略的提携（StrategiC
al1iance）など新たなピジネス形態との組み合わせがグローバル競争優位に死
活的な影響を与えるようになると，もはや制度的アプローチだけでは明らかに
図一2　企業のグローバル戦略意恩決定に影響を与える外部要因と内部要困
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不十分であ糺なぜならば，基本的にこのアプローチは，訓練プログラムの中
で想定したコミュニケーション状況から外れたビジネス状況，いわばシナリオ
にない場面でのコミュニケーション・プロセスヘの対応力を養成しにくいから
である。また日本人ビジネスマンに要求される人的コミュニケーション行動が
多様化かつ高度化し，それに伴う英語力もより高度化してきた点も無視できな
い。
　現在の国際ビジネスマンは，貿易実務プロセスに沿ったメッセージを書面に
おいて巧みにこなすだけでは不足である。引き合いからオファー，アクセプタ
ンスに至るといった貿易業務に沿うメッセージは，現在では極端な場合コン
ピュータでも相当程度カバーできる時代である。コンピュータは少なくとも今
のところ，不確実性の克服のために自分で考えて自分でコミュニケーションを
マネージすることはできない。しかし，制度的に確立されたコミュニケーショ
ン状況に関してはデータのインプットさえ正確に行えば，かなりのコミュニ
ケーションが可能となる。すなわち，かつて非英語母語人である日本人にとっ
てインスタントな効果をもたらすことができたイギリス型制度的アプローチの
利点がコンピュータ通信に如何なく発揮されるのである。
　グローバル企業が関わるコミュニケーション現象では，コンピュータで代行
できる次元からレベルアップしたコミュニケーション能力が前提となる。コ
ミュニケーション・プロセス以前に制度が確立されている分野をフォローアッ
プする形での研究ではなく，むしろコミュニケーション・プロセスがビジネス
活動を国家や文化の枠組みを越えてリードしていく形での研究が必要となる。
その意味では，今後の日本のビジネス・コミュニケーション研究がとるべき方
向性は，まず過去の商業英語研究と現在のE　B　C研究が抱えているデメリット
の解消にある。そのためには，英語学の一分野としての商業英語からの脱皮も
さることながら，より重要な変化は，制度的アプローチヘの安易な依存からの
脱皮とコミュニケーション機能的アプローチの積極的な導入であり，さらには
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両ア3プローチの景適ミックスによる真のビジネス・コミュニケーション研究
への昇華である。
　このことは，決して従来の商業英語のようなテクニック論を軽視するもので
はなく，むしろビジネス・コミュニケーションがEB　Cと商業英語を内包する
ととらえるべきであろう。テクニック論としての商業英語は，簿記にとっての
会計学が果たす役割のように，より包括的なビジネス・コミュニケーションの
概念的枠組み，理論，戦略に裏打ちされることでさらに意味あるものとなりう
るからであ飢そうした観点からすれば，グローバル時代のビジネス・コミュ
ニケーション研究は，図一3に示すように，商業英語およびE　B　Cを内包しな
がら，1）コミュニケーション・システム，2）コミュニケーション目的，
3）コミュニケーション行動の3つのアプローチからなる本格的なコミュニ
図一3　ビジネス・コミュニケーション研究アプローチのトライアングル
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　ケーション研究へと発展していく必要があろう。
コミュニケーション・システム・アプローチは，大きく組織レベルと個人レベ
ルの研究に2分される。組織レベルの考察はさらに企業組織内管理に関わるコ
ミュニケーションと企業組織外との関係構築に関わるものとに分かれる。前者
はグローバル組織内の情報共有やカルチュラル・シナジー実現のためのコミュ
ニケーションであり，後者は企業組織が存在する環境および他の組織や個人に
対する広義のネゴシエーションを効果的に遂行するためのコミュニケーション
である。また個人レベルでみれば，単に特定のビジネス状況における英文ライ
テイングやビジネス会話のテクニックではなく，多様なビジネス状況における
ネゴシエーション・スキル，プレゼンテーション・スキル，さらにはコンテク
スト管理能力に裏打ちされたより包括的な異文化コミュニケーション・スキル
の開発などが中心課題となる。
　コミュニケーション目的アプローチは，企業のコミュニケーション・プロセ
スを具体的なビジネスの目的に沿って運営するときに生ずるものであり，ネゴ
シエーション・コミュニケーション，マネジメント・コミュニケーション｛6〕，
マーケティング・コミュニケーションの3つからなる。この中で，ビジネス・
コミュニケーション研究にとって特に重要なのはネゴシエーション・コミュニ
ケーションであろう。ここでいうところのネゴシエーションは，狭義の「交
渉」としての「駆け引き」ではなく，ラテン語の「ビジネスをすること」を意
味する。したがって，マネジメント・コミュニケーションが企業組織内管理，
マーケテイング・コミュニケーションが企業組織外の組織や個人に向けたもの
であるのに対し，ネゴシエーション・コミュニケーションは両者の基礎となり
うる。なぜならば，対企業組織内コミュニケーションであれ，対企業組織外
コミュニケーションであれ，最も重要なのは，文化，人種，国家の境界を越
えた効果的なネゴシエーションに必要な，コミュニケーション風土
（CommmiCati㎝Climate）の熟成（組織レベル）とコミュニケーション・スキ
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ルの開発（個人レベル）だからである。
　最後のコミュニケーション行動アプローチは，実際のコミュニケーション行
動に焦点を置いており，言語コミュニケーションと非言語コミュニケーション
とに細分化される。このアプローチは，個人レベルでの異文化コミュニケー
ションおよび国際コミュニケーションに強く関係しているため，E　B　Cなどの
ビジネス言語のテクニックに直結している。しかし研究対象としての言語は，
必ずしも英語に限定されるわけではない。企業のグローバリゼーションの草の
根的役割を果たしているローカリゼーション（loCaliZation）においては，各現
地語での異文化ビジネス・コミュニケーションも重要視される。もっと端的に
は，本社の国際化に見られるように，日本の本社組織に雇用されるノンジャパ
ニーズ・スタッフとの日本語による異文化ビジネス・コミュニケーションも無
視できない。その意味では，言’語の種類に関係なく，ビジネスの場での効果的
な異文化コミュニケーションのプロセスと機能に対するマネジメント能力が重
要なのであり，そうした問題は特定の言語の熟達度とは別個に考察されるべき
である。
　このように今後のビジネス・コミュニケーション研究は，従来の商業英語や
E　B　Cを越えたパースペクティブをもつ本格的なコミュニケーション科学とし
てのアプローチを申心にしていく必要があるが，そうした方向性をグローバリ
ゼーションのコンテクストで模索する場合，最も大きなインパクトを与えるの
は異文化ビジネス・コミュニケーションである。異文化ビジネス・コミュニ
ケーションは，グローバルなビジネス環境におけるコミュニケーション機能と
スキルの垂直的深化を強く志向している点において，日本におけるビジネス・
コミュニケーション研究の閉塞状態に風穴を開ける役割を果たすものである。
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1V　異文化ビジネス・コミュニケーションとグローバル戦略
1　異文化ビジネス・コミュニケーションの領域
　今やグローバル企業は，多焦点組織（multifoca1o・ganizati㎝）と呼ばれるほ
ど，国籍だけでなく業種，産業，地域，民族，人種，文化など様々なカテゴ
リーにおいて複数の領域に跨がった活動をする組織となっている（Ghoshal＆
Westney，1993）。多国籍企業（multinatio・alcorporation）より多文化企業
（mu1ticultu．al　corporati㎝）と言った方が適当なケースも多くなっている。こ
うした傾向は，当然のことながらビジネス・コミュニケーション研究にも大き
な影響を与える。特に文化の問題は，ある意味でコミュニケーションと同義語
と言われるくらい極めて密接な関係にあることを考えると，異文化ビジネス・
コミュニケーションなる研究領域もしくはアプローチが出現するのはごく自然
の成り行きと言えよう。
　しかし，商務，法務といった，どちらかというと国家の枠組みから生ずる問
題を中心に取り扱う国際ビジネス・コミュニケーションがかなり早い段階から
認識されていたのに対し，異文化相互作用に焦点を置いた異文化ビジネス・コ
ミュニケーションの研究は，従来，米国，英国，日本ともほとんどなされてこ
なかった。たとえあったとしても，国際ビジネス・コミュニケーションの領域
の一部分に含まれてしまうのが普通であった。前述のとおり，英国は制度的ア
プローチとE　S　Pを中心にしているため，異文化ビジネス・コミュニケーショ
ンに関する科学的，学問的アプローチはほとんどない。米国は，かなり早くか
らコミュニケーション機能的アプローチを志向してはいたが，国内取引を中心
題材にしていたため異文化ビジネス・コミュニケーションには大きな関心を
払ってこなかった。米国は異文化コミュニケーション研究が最も盛んな国であ
るため，近年になってビジネスの場における異文化相互作用の視点からの研究
も少しずつ増えてはいる。しかし基本的に国内取引を念頭におく姿勢が強いこ
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とに加え，その多民族国家としての性格上，国際的状況よりも国内での異文化
コミュニケーションを問題にしていることが多い。また日本は，ビジネス英語
を制度的アプローチで処理することが主流であったため，コミュニケーション
の機能的アプローチ，なかんずく異文化相互作用のようにグローバル・サプラ
イヤー戦略においては枝葉末節的な分野に対して本格的に取り組む余裕などな
かったのが現状であった。
　現在の企業は，常にグローバル社会をパースペクティブに置いて活動してい
るが，グローバル祉会は国家の側面と文化の側面に大きく2分される。企業は，
従来の国際政治，国際私法，国民経済といった国家単位的視点に加え，様々な
文化グループの相互作用に焦点を当てたマルチカルチュラリズムの問題も同時
に処理しなくてはならない。図一4はビジネス・コミュニケーション研究全体
において異文化ビジネス・コミュニケーションが占める位置を示してい乱本
稿では議論を明確にし，また異文化相互作用の重要性を強調するために，国際
図一4　GBC（G1obal　Business　Comm㎜icati㎝）の関わる環境
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ビジネス・コミュニケーションと異文化ビジネス・コミュニケーションを峻別
し，その全体像をグローバル・ビジネス・コミュニケーション（Globa1Busi－
nessCommu皿ication；GBC）と称している。
　図一4に示すとおり，異文化ビジネス・コミュニケーションとは，マルチカ
ルチュラリズムのコンテクストにおいてビジネス機能とコミュニケーション機
能がオーバラップしている領域であり，国際ビジネス・コミュニケーションは
これら2つの機能が国際関係のコンテクストにおいてオーバーラップしている
領域である。この場合のビジネスは，単に原料や製晶の輸出・輸入だけでなく，
国際マーケティング，現地生産，現地経営，さらにはグローバル・マーケティ
ング，グローバル経営まで意味する。コミュニケーション・プロセスや機能も，
戦略的コミュニケーション・システムの観点から，組織，個人両レベルで分析
される。単に科目や研究領域の名称という点で考えるならば，国際ビジネス・
コミュニケーションに異文化ビジネス・コミュニケーションを含めてしまうこ
とは実際問題として可能である。しかし，研究の内容あるいはアプローチとい
う観点から言えば，異文化ビジネス・コミュニケーションは前述したとおり，
従来の国際ビジネス・コミュニケーションとは明らかに異なる視点を提供する
し，この両者が相互補完的関係になることでビジネス・コミュニケーション研
究はより完成度の高いものとなる。
2　異文化ビジネス・コミュニケーションの戦略的意義
　グローバル戦略を志向する企業にとって，コミュニケーションのプロセスや
機能は競争優位に多大な影響を及ぼす戦略的変数ととらえることができよう。
コミュニケーションが戦略的に重要となった理由は，一言で言えば「不確実性
の増大に起因する情報価値の増大」である。グローバル競争におけるキー・
ファクターは，1960年代以前には天然資源，60年代に労働集約度，70年代に資
本集約度であったが，80年代にテクノロジーとなり，90年代に入ると惰報がグ
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ローバル競争優位の鐘を握るようになった（Stopford，John，1990）。このよう
に情報価値が以前にも増して増大したのは，言うまでもなく通信手段や交通手
段の高度な発達，ヒトの国際的移動の質的・量的両面における激化と異文化相
互作用の進展，さらには情報範囲の拡大化と情報二一ズの綴密化などにより不
確実性が増大したためであるが，ビジネスに直接的に関わる具体的な原因とし
ては次の5つがあげられよう。
　まず第1に，企業規模の拡大である。グローバル企業は，世界レベルでの規
模の経済（ec㎝omy　of　scale）を確保しなくては国際競争に勝てない。しかし企
業規模が拡大すると，組織内のコミュニケーション・プロセスは官僚化やマン
ネリズムに陥りやすい。その結果，企業組織は慣性（i皿ertia）に陥り，変化の
激しいグローバル競争環境に対応する際に高度のエントロピー（entropy）に直
面することになる。第2は市場の多様化である。グローバル企業は，単に規模
の経済を追及するだけではない。そのカバーする市場は，経済的，政治的，法
的，社会・文化的に多様化している。また同一市場内においても，多様な消費
者二一ズに感応しなくてはならない。企業は，様々な市場二一ズに対する感応
性（responsiveness）を通じ，範囲の経済（economyofscope）を達成すること
で競争力優位を保持しようとするが，それには効果的かつ効率的なコミュニ
ケーション・プロセスが不可欠となる。第3の原因は，いわゆるタービュラン
ト環境（turbulent　envir㎝ment）である。東ドイッやソ連のこれほど早い崩壊
を的確に予測した人はほとんどいなかった。E　C完全統合も様々な意味で，世
界経済に劇的な変化を与える。タービュラント環境においては，動的な不確実
性（dynamiC㎜Certainty）l1〕がより一層増大す乱こうした動的不確実性の下
で競争力を強化するために，企業は，自前のコミュニケーション・ネットワー
クを通じて直接入手しうる動的情報（dynamic　inform地on）の意味的共有を通
じて自己再定義と自己再構築を遂行する。
　第4は企業活動のボーダーレス化である。企業活動のボーダーレス現象が引
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き起こす問題の中で，特にコミュニケーション戦略に重大なインパクトを与え
るのはマルチカルチュラリズムがもたらす不確実性への対処であり，具体的に
は文化的相違とカルチュラル・シナジーのマネジメントである。マルチカル
チュラリズムに伴う不確実性の克服には，常に自文化と他文化との相互作用の
中で動的情報を共有しながら，相互の関係を再解釈および再構築する必要があ
る。そうでないと，グローバリゼーションによって利用可能となるはずの様々
な資源を，グローバル組織内に存在する文化的枠組みを越えて有効活用できな
くなるからである。第5は，戦路的提携のような国際ピジネスの新しいパター
ンの出現によって，企業問競争に質的変化が生まれたことである。従来のよう
なアームズ・レングス（arm’s　length）と内部化（intemalization）という2分法
ではカバーしきれない領域に位置する取引形態の戦略的重要性が増している。
こうした中問組織的取引においては，ビジネス環境の変化に臨機応変に対応し
て，昨日までのライバルと協調関係に入らなくてはならない。また，そうした
協調関係をいつ解消してもよいメンタリティーをもって，戦略的提携をグロー
バルに機動させなくてはならない。戦略的提携は，アームズ・レングスや内部
化に比べて不確実性の高い相互作用であるため，コミュニケーション・プロセ
スのマネジメントが絶対的に必要となる。
　このようにグローバル企業にとって，コミュニケーションの戦略的意義はま
すます大きくなっているが，とりわけ異文化相互作用は文化や個人のパーソナ
リティに強く拘束されるとともに，グローバルなレベルでの不確実性が高い相
互作用であるため，それへの適切な対応はビジネス・コミュニケーション研究
の中心的課題となる。特に日本企業の場合，権限が本社に集中し，海外拠点が
世界申に送られた日本人スタッフを通じて統合される球心的（㏄ntripetal）体
制〔8〕であるため，欧米企業に比べ多くの解決すべき問題がある。たとえば，通
信ネットワークが世界中に配備され，世界中に子会社や支店の組織ネットワー
クがめぐらされていても，そのネットワーク内での重要な意思決定に関する人
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的相互作用のほとんどが本社と現地組織の日本人同士によるものであること。
その結果，グローバル組織内の異文化への対応が企業組織の周辺部に限定され，
異文化の内部化の面で欧米企業に比べ立ち遅れていること。あるいはまた，グ
ローバルな視点での人的コミュニケーション現象への関心が低く，日本人ス
タッフの異文化コミュニケーション・スキルが未熟なことなどがあげられる。
V　異文化ビジネス・コミュニケーションの戦略的課題
　これまでの議論から異文化相互作用がビジネス・コミュニケーションにおい
ていかに重要な役割を果たしているかが理解できたが，今後の異文化ビジネ
ス・コミュニケーション研究が取り組むべき具体的課題にはどんなものがある
のであろうか。次に，そうした課題の中でも近年特に注目されている異文化マ
ネジメントを中心に考察してみる。
　グローバリゼーションにおいては，マルチカルチュラリズムは避けることが
できない。本部組織のスタッフは必ずしも本社国籍人ばかりでなく，様々なホ
スト国籍人が混在する。現地子会社組織においても，本社国籍人VS．ホスト国
籍人といった2分法ではなく，第三国籍をもつ国際マネジャーが加わるかもし
れない。マルチカルチュラリズムヘの縫営的対応は，異文化マネジメント
（cross一㎝ltural　management）19〕と呼ばれる。その効果的かつ効率的遂行にとっ
て重要なポイントは，異文化マネジメントの目的であるカルチュラル・シナ
ジーと，それを可能にするコンテクスト・マネジメントを基礎とした異文化コ
ミュニケーション・プロセスならびに文化伸縮的分業システムである。
1　カルチュラル・シナジー
　カルチュラル・シナジー（㎝1tural　synergy）とは，異なる2つ以上の文化的
背景をもった個人やグループが共同作業をするとき，文化的多様性のメリット
を伸ばすと同時に，そのデメリットがもたらすネガテイブなインパクトを最小
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化することである。その第1の特質は，異質性を前提としている点にある。文
化聞の異質性は，外部イノベーションとして相互に有益な刺激となりうる。第
2に，カルチュラル・シナジーは類似点と相違点のどちらも等しく重要である
と考える。類似点があれば効率が良くなり，相違点があれば新しい視点が生ま
れる。第3に，カルチュラル・シナジーは，最終ゴールの到達にとって多くの
同等の方法が存在し，いかなる文化の方法も本質的に他より優れているわけで
はないと仮定する。その結果，文化条件適応（cultural　contingency），すなわ
ち何がベストかは，関与する人々の文化いかんで決定されるというスタンスが
生まれる（Adler，1991）。文化的に多様な人間の組み合わせは，常に都合良く
設定できるとは隈らない。文化や人種の面ばかりを重大視していては，有能な
スタッフの能力を文化の壁を越えて活用できない。
　このように企業は，文化の影響力を常にダイナミックにマネージし，カル
チュラル・シナジーを創出しなくてはならないが，その成功は文化の異なるメ
ンバー同士の異文化コミュニケーション・プロセスにかかっている。異文化マ
ネジメントの成功はカルチュラル・シナジー創出の成功にかかっており，カル
チュラル・シナジーの創出は異文化コミュニケーションの成功に依存している。
こうした観点からグローバル企業における異文化コミュニケーションをみた場
合，ミクロ・レベル（個人レベル）におけるコンテクスト・マネジメントと，
マクロ・レベル（組織レベル）における文化的に伸縮的な分業が重要となる。
とりわげ，ピジネス・コミュニケーション研究が個人レベルでのコミュニケー
ション・スキルの開発に重点を置いていることからすれば，コンテクスト・マ
ネジメントは異文化コミュニケーション研究における最重要課題の一つである
と同時に，日本企業のグローバル戴略遂行に重大な影響を与える。
2　コンテクスト・マネジメント（contextmanagement）
　コンテクストの適切なマネジメント，ならびにその効果的な形成は，コミュ
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図一5　コミュニケーション環境／行動マトリックス
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出所：太田正孝「グローバル・ピジネス・コミュニケーションにおけるコンテクス
　　ト機能一コンテクスト管理のコミュニケーション行動」日本商業英語学会研
　　究隼報第50号，1991年。
ニケーション行動の最大の課題である「動的情報の意味的共有」の成否を決定
し，さらにはビジネス行動の成否にもつなが乱ホール（Edward　T・Hal1；
1976）によれば，一定量の意味を送り手と受け手が共有する場合，送り手から
受け手に伝達されるべき情報量と，両者の間に存在するコンテクストの量ある
いはその高さは反比例する関係にある。またコミュニケーション現象のあらゆ
る側面が高コンテクスト（HC：high　context）のレベルと低コンテクスト（LC：
1OW　ConteXt）のレベルとに分類される。こうしたホールの仮説を発展させ，特
定のコミュニケーション・プロセスが生じる環境（コミュニケーション環境）
とその環境下で実際に送り手がとる行動（コミュニケーション行動）との関係
をコンテクスト・レベルの高低からとらえたのが図一5のマトリックスである。
　H　Cコミュニケーション行動のメリットは，少ない情報量で効果的な相互作
用を行える点にある。しかしこの経済性が生かされるためには，送り手と受け
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手の問にはすでに同じコンテクストが共有されていなくてはならない。した
がって，L　Cコミュニケーション環境におけるH　Cコミュニケーション行動に
は，マイナスの相互作用を引き起こす潜在的危険が伴う。第一に，H　Cコミュ
ニケーション行動は，受け手にコンテクストを理解させるのに多大な時聞と労
力を要するし，第二にH　CメッセージはL　Cコミュニケーション環境において
は相手への説明不足，さらには消極的な相互作用を志向している印象を与える
からである。一方，L　Cコミュニケーション行動のメリットとデメリットはH
Cコミュニケーション行動の裏返しとなる。HCコミュニケーション環境にお
けるLCコミュニケーション行動は，しつこい印象を与える。また重複が多い
ためコミュニケーション・コストが高くなり，非効率的かつ非効果的である。
しかし，L　Cコミュニケーション行動は明示的であるため，コンテクストを共
有しない相手とのコミュニケーションには効果的となる。
　人的コミュニケーションでは，あるコミュニケーション環境が与件として設
定され，コンテクストはその環境によって決定される。しかし，コミュニケー
ションの当事者，特に送り手にとって，自己のおかれているコミュニケーショ
ン環境に．対応して，自らのコミュニケーション行動をコントロールすることは
可能である。とりわけL　Cコミュニケーション環境では，まずノイズをできる
だけ低減させるコミュニケーション行動，すなわち白己のコンテクストからテ
イクオフしたコミュニケーション行動を基本とし，それによって形成される新
たなコンテクストが所与のコミュニケーション環境に与える変化をオーディッ
ト（a口dit）但Oしながら，自らのコミュニケーション行動の軌遣修正にフィード
バックさせる。コンテクストの観点からみたコミュニケーション環境とコミュ
ニケーション行動のマッチング，言い換えれば，コンテクストをマネージする
コミュニケーション行動が重要となる。まさしくコミュニケーションはコミュ
ニケーションによって進展するのである。
　異文化コミュニケーション・プロセスの初期段階では，送り手と受け手の双
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方とも，文化的コンテクストの観点からみてL　Cコミュニケーション環境に位
置しているのが普通である。したがって図一5のlVの位置でコミュニケーショ
ン行動をとるのが効果的である。特に日本人の場合には，国内でのコミュニ
ケーション環境が文化的に極めて高いコンテクストを前提としているため，異
文化状況下では相当意識しないとHCコミュニケーション行動をとりがちであ
る。日本人ビジネスマンのコミュニケーションが説明不足であるとか，消極的
であると評価される原因は，必ずしも英語力の低さにあるのではなく，まさし
くコミュニケーション機能上の問題なのである。異文化コミュニケーションは，
図一5の1VからIへ移行するプロセス，すなわち文化的に低コンテクストなコ
ミュニケーション行動を積み重ねることによって，相互に新たなコンテクスト
を形成し，結果的にコミュニケーション環境をも高コンテクストに変化させる
プロセスに他ならない。
3　文化伸縮的分業（㎝lturally刑exib1e　specialization）
　グローバル・コミュニケーション・ネットワーク構築ならびにカルチュラ
ル・シナジー創出には，個人レベルでの異文化コミュニケーション能力の開発
ばかりでなく，文化ダイナミズムヘの組織レベルの対応も必要となる。すなわ
ち文化的に異質な人的資源の内部化とその結果としての文化的分業システムの
見直しである。文化的に異質な人的資源の内部化は，緒局，企業組織内の文化
的分業の問題に行き着く，文化的分業はグローバル組織の運営においては有効
なものであり，どの国の企業も多かれ少なかれ依存している。本社にもし本社
国籍人しかいない場合，本社一子会社間のマネジメント・コミュニケーション
は現地に派遣されている本社国籍人マネジャーに任せた方が効率がよいであろ
う。また現地法人の労働者の管理には，ホスト国籍人マネジャーの方がスムー
ズなコミュニケーションを遂行するであろう。しかしグローバル企業は，人種，
文化，国籍を第1の判断基準とせず，組織内のあらゆる局面へ能力と資質にお
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いて最適な人的資源を配置できる土壌が必要となる。
　一般に，文化的に固定した分業体制をもつ企業のマネジメント・コミュニ
ケーション・ネットワークでは，現地フィールドにいる本社国籍人マネジャー
が異文化と接触して，その場面情報を本部の本社国籍人スタッフにフイード
バック（feedback）させ，本部はその動的情報を消化して自己組織の再解釈，
再構築へと昇華させる。しかし，重要なのはこのフィードバック・プロセスの
見直しと異文化インターフェース（CroSS一㎝ltural　interfa㏄）ωの発生場所の修
正であろう。本部が同じく動的情報を得るにしても，そのメッセージのキヤリ
アーを本社国籍人以外の人的資源でも遂行できるフレキシビリティをもつこと
である。グローバル企業組織内に存在する文化的にクローズドなサブネット
ワークの周辺部に限定されていた文化的分業を，グローバル・コミュニケー
ション・ネットワーク全体で遂行できるように見直すことが必要となる。グ
ローバリゼーションがもたらす最大のインパクトの一つは，文化的に固定化し
た分業からの解放である。グローバル時代における企業組織内の文化的分業は，
より伸縮的なものにならざる得ないし，場合によってはそうした分業システム
自体が無意味なケースもあるからである。
　今や，企業はミクロ，マクロ両レベルでのヒトのグローバリゼーションをコ
ミュニケーションの切口から進めていくことが求められている。ミクロの対応
策としては，低コンテクスト・コミュニケーション環境においても的確にコ
ミュニケーシ」ヨン・プロセスをマネージできる能力，すなわち特定の文化的コ
ンテクストに安易に依存しないコミュニケーション行動を可能にするための効
果的な異文化ビジネス・コミュニケーションのトレーニング・プログラムの開
発があげられる。一方マクロ・レベルでは，文化伸縮的な分業体制の実現が課
題となる。そのためには，文化的に異質な人間聞のコミュニケーションがカル
チュラル・シナジーを創出しうる，文化的ノイズの少ないコミュニケーション
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風土の醸成が必要不可欠である。
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VIおわりに
　本稿では，ビジネス活動に伴うコミュニケーション機能とスキルを取り扱う
ビジネス・コミュニケーションについて，その研究意義，既存アプローチの欠
点と問題点，さらに今後の展望と課題を考察した。上記の議論から明らかなよ
うに，ビジネス・コミュニケーション研究は本質的に従来の商業英語研究とは
次の4点において異なる。
（1）制度的アプローチより機能的アプローチを重視している，
（2〕E　S　Pとしてのビジネス英語のテクニック論に止まらず，様々なビジネ
　ス状況に共通する人的コミュニケーション・スキルの開発と，そうしたス
　キルが生かされるコミュニケーションの機能，プロセス，風土をもカバー
　する，
13）従来の貿易取引を中心とした売買のためのコミュニケーションだけでな
　く，グローバル企業の組織内外に発生するマネジメント・コミュニケー
　ションをも研究対象に含む，
（4〕国家の枠組みから生ずる国際コミュニケーション・プロセスに加え，文
　化の枠組みを越えた異文化コミュニケーション・プロセスをも重要視する。
とりわけ異文化相互作用的アプローチは，従来のビジネス・コミュニケーショ
ン研究では欠如していたため，この4点のいずれにとっても重要なインプリ
ケーションを与える。また，グローバリゼーションにおいて必然的に発生する
マルチカルチュラリズムの企業戦略的意義を考えるとき，今後のビジネス・コ
ミュニケーション研究の中でますます大きな位置を占めてくるものと思われる。
　グローバル戦略におけるビジネス形態は，貿易取引のようなアームズ・レン
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グスばかりではなくなっている。企業のグローバリゼーションは，むしろ直接
投資によって世界各国に配置した現地ユニット組織をグローバルに統合あるい
はネットワーキングすることで進んでいる。こうした企業戦略のパラダイム・
シフトに応じてビジネス・コミュニケーションの研究対象が変容し，その結果，
研究アプローチが変化するのは当然のことである。もちろん，貿易取引は引き
続き重要な役割を果たしていくものであり，それに伴う貿易コミュニケーショ
ンは，今後ともビジネス・コミュニケーション研究の重要な柱である。なぜな
らば，第1に，国際ビジネス活動は貿易のみでカバーされているわけではない
が，同時に直接投資による現地経営だけでカバーされるわけでもないからであ
る。第二には，グローバル・ロジステイックス（globa11o藪stics）を通じたグ
ローバル戦略の場合でも，そうした戦略がなければアームズ・レングス的取引
でカパーされているであろう潜在的貿易量のほとんどが，グローバル組織内で
の企業内貿易に代替されるからである。実際，現在の世界貿易総額の約3分の
1は企業内貿易である。
　このように貿易取引それ自体の地位は，グローバリゼーションにおいても決
して低下するものではない。しかし，ビジネス上のコミュニケーション現象と
して見た場合，貿易コミュニケーションだけでは明らかに不足である。その理
由は，まず第一に，直接投資による現地生産，現地経営戦略の進展の結果，企
業のカバーするコミュニケーション現象が現地社会，現地文化，そして現地ス
タッフとのダイナミックな異文化コミュニケーションにまで拡大されたからで
ある。第二に．企業はそのグローバル組織内ネットワークに内部化するマルチ
カルチュラル・スタッフ聞でのマネジメント・コミュニケーションを効栗的に
遂行しなくてはならない。そして第三には，企業内貿易に代替された貿易取引
は，貿易コミュニケーションの中心的研究対象である商務，法務といった国際
ビジネス・コミュニケーション・プロセスというより，むしろグローバルな同
一組織内での，異なる文化的背景をもったスタッフ問の異文化ビジネス・コ
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ミュニケーション・プロセスとしてとらえるべき部分が多いからである。
　異文化ビジネス・コミュニケーション研究は，従来，日本ばかりでなく英米
両国のビジネス・コミュニケーション研究においても欠如していた。しかし，
現在のグローバル時代においては，異文化相互作用の視点は必要不可欠なもの
であり，そうした研究の発展によってビジネス・コミュニケーション研究の水
平的拡大と垂直的深化の同時進行が可能となる。その意味で，異文化ビジネ
ス・コミュニケーションは，．国際ビジネス・コミュニケーションとともに今後
のビジネス・コミュニケーション研究にとってなくてはならない研究領域であ
り視点なのである。
激1〕制度的アプローチという呼称は論著独自のものであるが，そのヒントは1988年インディアナポ
　　リスで關催されたABC（Ass㏄1atio皿for　Business　Commmicat1㎝）の第15回世界大会における，
　　同学会員Professor1ris工．Vamerとのディスカッションの中にある。
　（2〕AB　Cは米国における唯一のピジネス・コミュニケーション研究者の学会であり，日本商業英
　　語学会とは姉妹関係にある。
　（3）グローバル・サプライヤー戦略とは，本国に集中された生産拠点で効率良く生産された製品を
　　世界市場に一括して僕給する戦略であり，米系多国籍企業のマルチナショナル戦略，欧州系多国
　　籍企業のマルチドメステイッタ戦略と対比され私
　ω　日本商業英語学会の創設は1934年神芦六甲山ホテルで，ユ6人の出席着により初めての犬会が開
　　催された時に遡る。現在，同学会が所属している経済学会連合の参加組織の中でも3番目に古い。
　（5〕青山学院大学経営学部，関西挙院犬学商学部などでも，従来の商業英謡からビジネス・コミュ
　　ニケーションを志向するEBCに類したアプローチが異なる名称で行われているが，本稿ではE
　　B　Cという用語で統一する。
　16〕マネジメント・コミュニケーション（mana醍me皿tcommunic盆ito皿）とは近隼，ビジネス・コ
　　ミュニケーションの一研究分野として出現してきたもので，主として経営管理ブロセスに関連し
　　たコミュニケーション行動を取り級う。マネジリアル・コミュニケーション（mamgerial
　　oo皿皿㎜ica血on）とも言う。
　17）動的惰報，静的情報．ならびに動的不確実性，静的不確案性については，今井賢一・金子郁容
　　著『ネットワーク組織論』に詳しい喧
　（8〕バートレットとゴシャールによれば，日本企業は求心的体制（㏄ntr1pet呂1）をとるのに対し，
　　欧州企業は遠心的（centrif峨i）体制」米国企業は円心的（cen肺1ized）体制をとるとされている。
　19〕異文化マネジメント（CrOSS伽1tur釦皿…m靱emOnt）は，近年，北米で生まれた研究領域であり，
　　その第一人者としては，Pmfess0f　Namy　J．Adler，McGil1Uniwrs1tyとProi棚or　D．E1壇anor
　　Westney，MlTが著名である。
　⑪o　このようにコミュニケーション・ブロセスを定期的にチェックすることを，コミュニケーショ
　　ン・オーディット（COm皿m1亡鉦i㎝audit）という。元来は，組織コミュニケーシ目ンにおいて用
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　いられる手法であるが，個人レベルのコミュニケーション行動や，さらには異文化コミュニケー
　　ション現象にも適応可能である。
ω異文化インターフェース（cross－cu1tu・al　in佐・faoe）は，青山学院大学国際政治緩済学部の林吉
　郎教授の造誘であるが，すでに新用語辞典などにも収録され一般化している。
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